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Ⅰ は じ め に

近年, 就業形態の多様化が叫ばれて久しい｡ ま

たそれと同時に, いわゆる ‶正社員" のあり方が

問われている1)｡ 今後, 就業形態の多様化が進ん

でいくなかで正社員という雇用形態が進むべき方

向性を探っていくためには, まず就業形態の多様

化が進行してきた過程で, 正社員の雇用および賃

金にどのような変化がもたらされてきたのか, と

いう点を明らかにする必要があるだろう｡

この点については, これまでにさまざまな分析

が行われてきた｡ 例えば, 宮本・中田 (2002),

石原 (2003) は, 人件費削減のためにパート, 臨

時雇いといった非正規労働者の雇用を増やす一方

で正規労働者 (正社員) の雇用が減らされている

のか, という仮説に基づく実証分析を試みている｡

それによれば, 非正規労働者における雇用増大が

正規労働者の雇用を減らす, という因果関係は一

応観察されるものの, 正規労働者の雇用に及ぼす

影響はあまり大きくないことがわかる｡ また正規

労働と非正規労働の代替・補完関係を直接推定し

た原 (2003) の研究では, 経済全体としては正規

労働と非正規労働の間には代替関係よりもむしろ

補完関係のほうが観察されることが示されている｡

非正規労働者が正規労働者を代替しているという

現象が必ずしも支配的でないとすれば, 就業形態

の多様化が進む中で, 正規労働者と非正規労働者

の共存はどのような形で進行しつつあるのだろう

か｡ 本稿の目的は, 非正規労働者の雇用と正規労

働者の雇用の関係ではなく, 非正規労働者の雇用

と正規労働者の賃金の関係を検証することで上記

の点を明らかにする点にある｡ では, 非正規労働

者の雇用がどのようなメカニズムを通じて正規労

働者の賃金に影響を及ぼすのだろうか｡ この点に

ついての示唆的な研究として, 木村 (2002), 宮

本・中田 (2002) といった先行研究が挙げられる｡

木村 (2002) は, 非正社員や外部の人材の登用が

量的・質的要因を通じて組織パフォーマンスにど

のような影響を及ぼすのか, という点の分析を行っ
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本稿では, 女性パートタイム労働者採用比率の高まりがフルタイム労働者の賃金プロファ

イルに及ぼす効果を定量分析した｡ 公表された ｢賃金構造基本統計調査｣ を用いて分析し

た結果, その効果は企業規模, 経過年数, 産業によって異なることが発見された｡ 具体的

には(1)中小企業でパートタイム労働者の採用が増加するとフルタイム労働者の賃金プロ

ファイルの傾きが緩やかになる, (2)その効果は採用後の時間が経過するにつれて強まっ

ていく, (3)サービス業では逆に採用が増えるとフルタイム労働者の賃金プロファイルの

傾きが急になることなどが確認された｡
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ており, その中で職場におけるパート社員, 派遣

労働者, 契約社員の増加が正社員の新人育成を制

限している, という点を実証的に明らかにしてい

る｡ 一方, 宮本・中田 (2002) は非正規労働者の

増加の影響として, 正規労働者の職域がより高度

な技能・知識を必要とするレベルへと収斂し, そ

の結果, 正規労働者の生産性が高まる可能性を指

摘している｡ 木村 (2002) が指摘するように, も

し非正規労働者の増加が正規労働者の訓練機会を

奪うといった形で正規労働者の人材形成を阻害す

るとすれば, 非正規労働者の雇用増が人材形成の

効率性を通じて正規労働者の賃金を押し下げるこ

とが大いに考えられよう｡ 一方で宮本・中田

(2002) が指摘するように, 非正規労働者の増加

が正規労働者の職域をより高次な次元へと押し上

げるならば, 先のケースとは逆に非正規労働者の

雇用増が正規労働者の賃金を高めることが考えら

れる｡ 本稿の試みは, 就業形態の多様化が, 正規

労働者における賃金抑制を伴って進行しているの

か, それとも逆に正規労働者の希少性を高めるな

ど, 正規労働者の賃金を高める形で進行している

のか, という点を定量的に明らかにする点にある｡

本稿の構成は, 以下のとおりである｡ まずⅡで

は, 非正規労働者の増加が正規労働者の賃金に影

響を及ぼすメカニズムについて概説する｡ 続くⅢ

では, 非正規労働者のうち女性パートタイム労働

者を取り上げ, 女性パート採用の増加がフルタイ

ム労働者の賃金に及ぼす影響について定量的な分

析を行う｡ 最後に, 結論と今後の展望を整理して

結びとする｡

Ⅱ 非正規労働者の増加が正規労働者の
賃金に影響を及ぼすメカニズム

非正規労働者の採用増は, 正規労働者の賃金に

どのような効果をもたらすのだろうか｡ 一つの視

点は, 就業形態の多様化に伴う非正規労働者の採

用増が正規・非正規労働者間の職域に影響を及ぼ

すことを通じて, 正規労働者の訓練機会に影響が

及ぶ, というものである2)｡ この視点に立った場

合, 具体的にどのようなメカニズムを通じて, 非

正規労働者の増加が正規・非正規労働者間の職域

構成に影響を及ぼすのだろうか｡

まず非正規労働者の採用が正規・非正規労働者

の職域構成に及ぼす効果は, 非正規労働者の採用

に向けた企業の戦略に依存し, 具体的には 2通り

のケースが考えられる｡ ひとつは, 正規労働者を

より高度な仕事に専念させるために非正規労働者

の採用を増やすケースである｡ 具体的には, 宮本・

中田 (2002) で指摘されているような, 非正規労

働者の採用増加によって, 正規労働者の職域がよ

り高度な技能・知識を必要とするレベルに収束す

るケースを指す (仮に, このようなケースを ‶職域

区分が厳格" なケースと呼ぶ)｡ この場合, 非正規

労働者採用比率の増加は, 正規労働者が直面する

職域の高度化を通じて正規労働者の賃金を高める

ように働くと予想される｡ もうひとつのケースは,

正規労働者と同等の仕事をこなす基幹的な労働者

として, 非正規労働者を採用するケースである｡

つまり職場の状況に応じて, 正規労働者と非正規

労働者が同様の仕事を担当するというケースであ

る｡ この場合, 正規労働者, 非正規労働者間の職

域が曖昧になることが予想されよう (仮に, この

ようなケースを ‶職域区分が曖昧" なケースと呼ぶ)｡

そこで非正規労働者の増加に伴い, 正規労働者の

職域の一部が非正規労働者に取って代わられると,

正規労働者における賃金の低下が生ずると予想さ

れる｡

ここで非正規労働者の ｢基幹労働力化｣ が具体

的に何を意味するのか, という点は論者によって

意見が分かれるところであろう｡ 武石 (2003) の

定義に従えば, 非正規労働者の ｢基幹労働力化｣

とは, ①管理業務 (部下の管理や職場の管理), ②

指導業務 (職場の他の社員の指導・育成), ③判断

を伴う業務 (決められたパターンに従って業務を遂

行するのではなく, 状況判断が業務遂行に求められ

る非典型的な業務), といった業務を非正規労働者

が担っていく動きを指す｡ 本稿もこの定義に従う

ことにしよう｡ この定義に従えば, 先の ‶職域区

分が厳格" なケースは, 非正規労働者の増加によっ

て正規労働者は管理・指導・判断業務といった比

較的高度な仕事に専念する一方, 非正規労働者が

それ以外の仕事を担う, という図式を意味する｡

また ‶職域区分が曖昧" なケースは, 管理・指導・
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判断業務およびそれ以外の仕事を正規・非正規労

働者が必要に応じて担当する, という図式を意味

する3)｡

もし賃金水準が管理・指導・判断能力といった

労働者の技能水準を反映しているとすれば, 先の

‶職域区分が曖昧" なケースでは非正規労働者の

増加によって正規労働者の賃金水準は押し下げら

れる傾向にあると予想されよう｡ 一方, ‶職域区

分が厳格" なケースでは逆に, 非正規労働者の増

加によって正規労働者の賃金水準は押し上げられ

る傾向にあると予想される｡

以上, 先行研究に基づいて非正規労働者の増加

が正規労働者の賃金に影響を及ぼすメカニズムに

ついての一つの視点を提示した｡ ただデータの制

約上, 本稿では上記の ‶職域区分が曖昧" か ‶厳

格" か, といった点の検証はできない｡ むしろ本

稿の目的は, 上記の仮説を拠り所として, 非正規

労働者の増加を通じて正規労働者の賃金が被る影

響の一般的傾向を探ることにある｡ 以下の節では,

非正規労働者としてパートタイム労働者を取り上

げ, パートタイム労働者の採用がフルタイム労働

者の賃金に及ぼす効果を統計的に検証する｡

Ⅲ 実証分析

1 データ

本稿で用いるデータは厚生労働省 『賃金構造基

本統計調査』 の公表データであり, 分析期間を

1993～2002 年の 10 年間とし, 従業員規模 1000

人以上, 100～999 人, 10～99 人, および製造業,

卸売・小売・飲食店業, サービス業の 3産業を分

析対象とした｡

パートタイム労働者の増加がフルタイム労働者

の賃金に及ぼす効果をみるために, ここでは ‶パー

トタイム労働者採用比率" と ‶フルタイム労働者

の賃金プロファイルの傾き" の関係に注目する｡

まず ‶フルタイム労働者の賃金プロファイルの傾

き" を表す指標として, ここでは学歴計の一般労

働者における年齢階級, 勤続年数階級別所定内給

与を用い, 勤続年数階級間賃金格差を賃金プロファ

イルの傾きとした｡ 具体的には, 年齢階級別, 勤

続年数階級別の所定内給与データにおいて, 男女

別に ｢�年, 35～39 歳, 勤続 15～19 年｣ 階級平

均賃金を ｢�- 5 年, 年齢 30～34 歳, 勤続 10～14

年｣ 階級平均賃金で除したもの, および ｢�年,

年齢 30～34 歳, 勤続 10～14 年｣ 階級平均賃金を

｢�- 5 年, 年齢 25～29 歳, 勤続 5～9 年｣ 階級平

均賃金で除したものを計算し, 用いた｡ この指標

は, 擬似コーホートに基づく賃金プロファイルの

傾きを表している｡ 賃金プロファイルの傾きを表

す変数として 2種類の変数を用いた理由は, ‶パー

トタイム労働者採用比率" と ‶フルタイム労働者

の賃金プロファイルの傾き" の関係において, コー

ホートおよび年齢・勤続レベルにおける違いをみ

るためである｡

パートタイム労働者採用比率として, 同じく学

歴計, 年齢階級別, 勤続年数階級別データにおけ

る, 勤続年数 0年階級の一般労働者数に対する勤

続年数 0 年階級のパートタイム労働者数を用い

た4)｡

ここで分析対象を学歴計に限定しているのは,

パートタイム労働者採用比率について学歴グルー

プごとのデータが得られないためである｡

パートタイム労働者採用比率の推移を産業計デー

タについてみたのが, 図 1である｡ 産業計データ

の場合, 男女それぞれについてパートタイム労働

者採用比率を算出することができる｡ 図 1におい

て男女共通してみられるのは, 90 年代半ば以降,

パートタイム労働者採用比率が趨勢的に伸びてお

り, 特に 1000 人以上企業においてその伸びが著

しいという点である｡ 一方, 同じ指標を産業別に

みたのが図 2である｡ 産業別データについては,

女性パートタイム労働者採用比率の推移が示して

ある｡ まず製造業についてみると, 96 年くらい

までは従業員規模が小さい企業ほど女性パートタ

イム労働者の採用比率が高かったことがわかる｡

それに対し, 97 年以降はすべての従業員規模で

女性パートタイム労働者採用比率が高まっており,

規模間での差が縮まっている｡ 卸売・小売・飲食

店業については, 94 年以降, 特に従業員規模

1000 人以上企業で増加傾向が著しく, 比率の大
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きさも他の産業を大きく上回っていることがわか

る｡ サービス業については従業員規模 100～999

人, 10～99 人企業において安定的増加傾向にあ

る一方, 1000 人以上企業では変動が著しい｡ い

ずれにせよ, 新規採用における女性パートタイム

労働者の比率が趨勢的に高まっている傾向がここ

から読み取れよう｡

Ⅱ2では, 上記のデータを用いてパートタイム

労働者採用比率がフルタイム労働者の賃金プロファ

イルの傾きに及ぼす効果を統計的に検証する｡

2 推定方法

基本モデルは以下の通りである｡

ln(� 35-39,15-19
� /� 30-34,10-14

�-5 )= α0＋�1＊

������-�＋�2＊�	
��� (1)

ln(� 30-34,10-14
� /� 25-29,5-9

�-5 )= β0＋�1＊

������-�＋�2＊�	
��� (2)

ただし, �= 1,2,3,4,5

� は一般労働者 (学歴計) の所定内給与を消費

者物価指数でデフレートした実質所定内給与を表

しており, 下の添え字は当該年, また上の添え字

は順番に年齢, 勤続年数の階層を表している｡ 例

えば� 35-39,15-19
� は, �年において 35～39 歳かつ勤

続 15～19 年層の実質所定内給与を表している｡

また �����, �	
��は, それぞれ先に定義

したパートタイム労働者採用比率, および男女別

失業率を表している｡ 消費者物価指数, 男女別失

業率はそれぞれ, 総務省 『消費者物価指数年報』,

『労働力調査』 の数値を用いた｡ ここで説明変数

として失業率を用いたのは, 景気悪化が直接, 正

規労働者の賃金水準に及ぼす影響をコントロール

するためである｡ もし景気悪化とパートタイム労

働者採用比率が相関しているとすれば, 説明変数

としてパートタイム労働者採用比率を用いるだけ

では景気悪化がフルタイム労働者の賃金に及ぼす

効果とパートタイム労働者の採用がフルタイム労

働者の賃金に及ぼす効果 (例えば, フルタイム労
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パートタイム労働者採用比率＝勤続0年パートタイム労働者数/勤続0年一般労働者数。�
1000－，100－999，10－99はそれぞれ従業員規模1000人以上，100～999人，10～99人を表している。
出所：厚生労働省『賃金構造基本統計調査』より計算。�
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働者の職域を通じた効果) とを識別することがで

きない｡ ここでは, 被説明変数として当期の賃金

水準と 5年前の賃金水準の比率の対数をとったも

のを用いており, この変数は近似的に 5年間の賃

金伸び率を表す｡ 説明変数として失業率を用いる

ことで, フィリップス曲線と同様の定式化に基づ

いて景気要因をコントロールすることが可能とな

る｡

上記の推定式は, �(�= 1～5) 年前のパートタ

イム労働者採用比率がフルタイム労働者における

5年間の賃金変化に及ぼす効果を検証する形になっ

ている｡ 推定式において��, ��が有意なケース

は, �年前のパートタイム労働者採用比率がそれ

ぞれ 35～39 歳かつ勤続 15～19 年, 30～34 歳か

つ勤続 10～14 年労働者における 5 年前からの賃

金変化に影響を及ぼしているケースとみなすこと

ができる｡ その際, 係数の値が正であれば賃金を

押し上げる傾向にあると判断でき, 一方, 負であ

れば賃金を押し下げる傾向にあると判断できる｡

ここでは分析期間が 10 年 (1993～2002 年), 分析

対象が従業員規模 3分類 (10～99 人, 100～999 人,

1000 人以上), 3 産業 (製造業, 卸売・小売・飲食店

業, サービス業) と, サンプル数が限られている

こともあり, ������-�(�= 1,2,3,4,5) それぞ

れ独立に説明変数に入れて推定を行った｡

また (1),(2)では, �期のパート採用比率を説
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注：図の見方等は，図1と同じ。�
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明変数から除いている｡ この理由は, �- 5 期か

ら�期にわたる一般労働者の賃金変化が技能形成

の効率性等を反映し, それが逆に�期のパート採

用比率を決定するという同時決定の問題を排除す

るためである5)｡

3 推定モデル

ここでは, 従業員規模別 (10～99 人, 100～999

人, 1000 人以上), 産業別 (製造業, 卸売・小売・

飲食店業, サービス業) データをプールして推定

を行う｡ プール・データを用いて推定を行うもの

の, 実際には ‶パートタイム労働者採用比率" が

‶フルタイム労働者の賃金プロファイルの傾き"

に及ぼす影響は従業員規模別, 産業別に異なるこ

とが考えられる｡ そこで以下の推定では, 二つの

モデルを想定してそれぞれについて検証を試みる｡

まずは, 従業員規模による違いを考慮したモデ

ル 1を以下のように定義する｡

ln(� 35-39,15-19
� /� 30-34,10-14

�-5 )=�10＋�111＊������-�＋

�112＊������-�＊	100-999＋�113＊������-�＊

	1000-＋�12＊
��
��＋��1,� (3)

ln(� 30-34,10-14
� /� 25-29,5-9

�-5 )=�20＋�211＊������-�＋

�212＊������-�＊	100-999＋�213＊������-�＊

	1000-＋�22＊
��
��＋��2,� (4)

ただし, �= 1,2,3,4,5

	100-999, 	1000- はそれぞれ従業員規模 100～999

人ダミー, 1000 人以上ダミー変数を表しており,

従業員規模 10～99 人, 100～999 人, 1000 人以上

における上記の効果は, (3)式においてはそれぞ

れ�111, �111＋�112, �111＋�113, (4)式においてはそれぞ

れ�211, �211＋�212, �211＋�213 で表される｡ また��1,�,

��2,�はそれぞれ確率的誤差項を表す｡

次に, 産業による違いを考慮したモデル 2を以

下のように定義する｡

ln(� 35-39,15-19
� /� 30-34,10-14

�-5 )=�10＋�111＊������-�＋

�112＊������-�＊	�＋�113＊������-�＊

	�＋�12＊
��
��＋��1,� (5)

ln(� 30-34,10-14
� /� 25-29,5-9

�-5 )=�20＋�211＊������-�＋

�212＊������-�＊	�＋�213＊������-�＊

	�＋�22＊
��
��＋��2,� (6)

ただし, �= 1,2,3,4,5

	�, 	�はそれぞれ卸売・小売・飲食店業ダミー,

サービス業ダミー変数を表しており, 製造業, 卸

売・小売・飲食店業, サービス業における上記の

効果は, (5)式においてはそれぞれ�111, �111＋�112,

�111＋�113, (6)式においては �211, �211＋�212, �211＋�213

で表される｡ また��1,�, ��2,�はそれぞれ確率的誤

差項を表す｡

単純最小 2 乗法によるモデル 1, モデル 2 の推

定結果はそれぞれ表 1, 表 2 に示してある｡ 推定

結果の解釈において重要なのは, まず ‶パートタ

イム労働者採用比率" が ‶フルタイム労働者の賃

金プロファイルの傾き" に及ぼす効果が正である

か負であるか, という点である (符号条件)｡ も

う一つは, ‶パートタイム労働者採用比率" が

‶フルタイム労働者の賃金プロファイルの傾き"

に影響を及ぼすラグ構造, つまり�の違いによっ

て上記の効果がどのように異なるのか, という点

である (期間構造)｡ 以下では, この 2 点に注目

して, 推定結果の解釈を試みる｡

ここで用いるデータでは, すべての期間につい

て男性パートタイム労働者数のデータを得ること

ができない｡ したがってここでは, 女性パートタ

イム労働者を分析対象とし, 女性パートタイム労

働者採用比率が男女フルタイム労働者の賃金プロ

ファイルの傾きに及ぼす効果を検証する｡ 推定結

果は表 1, 表 2 の通りで, それぞれモデル 1, モ

デル 2の推定結果が示してある｡

まずは, 従業員規模による効果の違いを考慮し

たモデル 1 の結果 (表 1) から見てみよう｡ 符号

条件については, 勤続年数 (世代), 性別を問わ

ず, 従業員規模が小さくなるほど賃金抑制効果が

大きいことがわかる｡ またフルタイム労働者にお

ける男女の違いをみると, 正, 負を問わずおおむ

ね男性フルタイムの賃金への効果が女性フルタイ

ムに比べてより大きいことが読み取れる｡

また期間構造についてみると, 女性パートタイ

ム労働者増加によるフルタイム賃金抑制効果はラ

グの期間が長いほど大きいことがわかる｡ このこ
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とは, パートタイム労働者増加による上記の効果

が, 時間を通じて累積的にフルタイム労働者の賃

金に影響を及ぼしていることを示唆している｡

一方で産業による効果の違いを考慮したモデル

2の推定結果をみると, 女性パートタイム労働者

採用比率がフルタイム労働者の賃金プロファイル

の傾きを高める効果はサービス業においてより大

きくなる傾向にあることがわかる｡ しかもフルタ

イム労働者における男女間の違いをみると, 賃金

押し上げ効果は女性フルタイムにおいてより大き

い傾向にあることがわかる｡ また期間構造におけ

る特徴は女性フルタイム労働者のみに観察され,
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表 1‒1 従業員規模, 産業プール・データによる分析 (モデル 1, 男性フルタイム)

モデル(1)

ln (男性フルタイム賃金プロファイルの傾き)

＝�0＋�1＊女性パートタイム労働者採用比率

＋�2＊女性パートタイム労働者採用比率＊従業員規模 100‒999 人ダミー

＋�3＊女性パートタイム労働者採用比率＊従業員規模 1000 人以上ダミー

＋�4＊男性失業率＋誤差項

男性フルタイム

35～39 歳, 勤続 15～19 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.058*** 0.041*** 0.060*** －0.017*** 0.667

(9.1) (6.0) (10.2) (5.7)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.063*** 0.039*** 0.065*** －0.017*** 0.671

(9.1) (5.1) (10.4) (5.5)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.061*** 0.036*** 0.064*** －0.017*** 0.627

(8.1) (4.1) (9.2) (5.0)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.072*** 0.044*** 0.076*** －0.018*** 0.655

(8.5) (4.6) (9.9) (5.6)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.090*** 0.053*** 0.093*** －0.018*** 0.709

(10.0) (5.5) (11.5) (6.5)

男性フルタイム

30～34 歳, 勤続 10～14 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.054*** 0.032*** 0.055*** －0.022*** 0.532

(6.2) (3.5) (6.8) (5.2)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.061*** 0.029*** 0.061*** －0.020*** 0.547

(6.6) (2.9) (7.1) (4.9)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.061*** 0.027** 0.061*** －0.020*** 0.529

(6.2) (2.4) (6.7) (4.7)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.071*** 0.034*** 0.071*** －0.021*** 0.534

(6.3) (2.7) (6.9) (5.0)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.082*** 0.043*** 0.083*** －0.023*** 0.543

(6.3) (3.0) (7.1) (5.6)

注：ここで賃金プロファイルの傾きとは, 5 年前の賃金 (所定内給与) 水準に対する比率を表して

いる｡ 例えば 35～39 歳, 勤続 15～19 年のケースは, 5 年前の 30～34 歳, 勤続 10～14 年の賃

金に対する現在の 35～39 歳, 勤続 15～19 年の平均賃金の比率を表している｡

ここで女性パート採用比率とは, 勤続 0 年女性パートタイム労働者数／勤続 0年女性一般 (フ

ルタイム) 労働者数を指す｡

推定法は単純最小 2 乗法を用いており, ***, **, *はそれぞれ, 有意水準 1％, 5 ％, 10％で有

意であることを表している｡

( ) 内の数値は�値, �2 は決定係数を表している｡

サンプル数はいずれも 90 である｡



モデル 1の場合と同様, 女性パートタイム労働者

採用の賃金抑制効果はラグの期間が長いほど大き

いことがわかる｡

Ⅳ む す び

今後, 就業形態の多様化が進行していくと予想

されるなかで, 正社員の役割をどのように理解す

べきだろうか｡ この問いへの答えを見いだす一歩

として, 本稿では非正規労働者, 特にパートタイ

ム労働者の増加がフルタイム労働者の賃金年功度

に及ぼす効果を定量的に分析し, その一般的傾向

の推定を試みた｡ その結果得られた主な傾向は,

以下の通りである｡

1.特に中小企業において, 女性パートタイム労

働者の採用増加は男女フルタイム労働者の賃

金プロファイルの傾きを抑制する傾向にある

2.上記の賃金抑制効果は, 採用後, 時間が経つ

に従って次第に大きくなっていく

3.特にサービス業については, 女性パートタイ

ム労働者の増加は男女フルタイム労働者の賃
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表 1‒2 従業員規模, 産業プール・データによる分析 (モデル 1, 女性フルタイム)

モデル(1)

ln (女性フルタイム賃金プロファイルの傾き)

＝�0＋�1＊女性パートタイム労働者採用比率

＋�2＊女性パートタイム労働者採用比率＊従業員規模 100‒999 人ダミー

＋�3＊女性パートタイム労働者採用比率＊従業員規模 1000 人以上ダミー

＋�4＊女性失業率＋誤差項

女性フルタイム

35～39 歳, 勤続 15～19 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.049*** 0.047*** 0.046*** －0.015** 0.323

(4.8) (4.3) (4.9) (2.4)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.058*** 0.051*** 0.053*** －0.014** 0.356

(5.4) (4.2) (5.4) (2.2)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.044*** 0.044*** 0.042*** －0.016** 0.252

(3.6) (3.1) (3.7) (2.3)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.048*** 0.049*** 0.047*** －0.017** 0.245

(3.4) (3.1) (3.6) (2.5)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.070*** 0.059*** 0.065*** －0.016** 0.300

(4.5) (3.5) (4.6) (2.5)

女性フルタイム

30～34 歳, 勤続 10～14 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.047*** 0.023** 0.049*** －0.025*** 0.399

(4.6) (2.2) (5.1) (3.9)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.050*** 0.022* 0.052*** －0.025*** 0.393

(4.4) (1.8) (5.0) (3.9)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.046*** 0.017 0.049*** －0.025*** 0.362

(3.9) (1.2) (4.5) (3.7)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.058*** 0.024 0.060*** －0.026*** 0.380

(4.2) (1.6) (4.8) (3.9)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.073*** 0.031* 0.076*** －0.027*** 0.414

(4.8) (1.9) (5.5) (4.2)

注：表の見方は表 1‒1 と同じ｡



金プロファイルの傾きを高める傾向にある

上記の実証結果を説明しうる新たな仮説を提示

し, 検証可能なデータを用いて検証を試みること

が, 今後に残された課題であろう｡ 以下, いくつ

かの仮説を提示して稿を結びたいと思う｡ まず

｢特に中小企業において, 女性パートタイマーの

採用増加は男女フルタイム労働者の賃金プロファ

イルの傾きを抑制する傾向にある｣ という点はど

のように説明できるだろうか｡ まず従業員規模が

大きくなるほど, 企業内分業が進んでいることが

考えられる｡ Ⅱで提示した理論的枠組みに基づけ

ば, この場合, 戦略上, パートタイム労働者の採

用は, 従業員規模が大きな企業ほど企業内分業を

より高める形で, つまりフルタイム労働者の職域

をより高度に収斂させる形で実施されると考えら

れる｡ 逆に, 企業内分業が大企業ほど進んでいな

い中小企業では, フルタイムと同等な仕事を担当

する ‶基幹的" な労働者としてパートタイム労働

者を採用する傾向が強いと予想されよう｡ 訓練機

会の広がりが労働者の賃金に影響を及ぼすとすれ

ば, 中小企業におけるフルタイム労働者はパート
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表 2‒1 従業員規模, 産業プール・データによる分析 (モデル 2, 男性フルタイム)

モデル(2)

ln (男性フルタイム賃金プロファイルの傾き)

=�0＋�1＊女性パートタイム労働者採用比率

＋�2＊女性パートタイム労働者採用比率＊卸売・小売・飲食店業ダミー

＋�3＊女性パートタイム労働者採用比率＊サービス業ダミー

＋�4＊男性失業率＋誤差項

男性フルタイム

35～39 歳, 勤続 15～19 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

0.040** －0.027* 0.078*** －0.033*** 0.443

(2.3) (1.8) (4.8) (7.3)

2 期前の

女性パート採用比率

0.035* －0.022 0.084*** －0.032*** 0.431

(1.9) (1.4) (4.8) (7.0)

3 期前の

女性パート採用比率

0.022 －0.011 0.089*** －0.030*** 0.399

(1.1) (0.6) (4.4) (6.3)

4 期前の

女性パート採用比率

0.014 －0.002 0.090*** －0.028*** 0.391

(0.6) (0.1) (4.3) (6.2)

5 期前の

女性パート採用比率

0.003 0.007 0.085*** －0.026*** 0.381

(0.1) (0.4) (4.1) (6.0)

男性フルタイム

30～34 歳, 勤続 10～14 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

0.021 －0.011 0.096*** －0.036*** 0.457

(1.0) (0.6) (5.2) (6.9)

2 期前の

女性パート採用比率

0.009 －0.0003 0.100*** －0.034*** 0.438

(0.4) (0.0) (5.0) (6.4)

3 期前の

女性パート採用比率

0.006 0.003 0.112*** －0.034*** 0.442

(0.3) (0.1) (5.0) (6.3)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.008 0.015 0.112*** －0.031*** 0.426

(0.3) (0.7) (4.7) (6.0)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.006 0.015 0.115*** －0.030*** 0.445

(0.2) (0.8) (5.1) (6.5)

注：表の見方は表 1‒1 と同じ｡



タイム労働者の増加によって訓練機会を奪われる

傾向が強く, その結果, 賃金の伸びが抑制される

と考えられる｡

また ｢パート採用の増加に伴うフルタイム労働

者の賃金抑制効果が, 時間が経つに従って次第に

大きくなっていく｣ という点は, どのように解釈

できるだろうか｡ フルタイム労働者における賃金

抑制が, 先述のような訓練機会の広がりの影響を

受けているとすれば, 先に見られた抑制効果が過

去にさかのぼるほど大きくなるという傾向は, 一

時的なパートタイム労働者採用の増加は当該時期

におけるフルタイム労働者の訓練機会を狭めるだ

けでなく, 長期のキャリア開発競争に何らかの形

で影を投げかけていると推論できる｡

ここで提示したもの以外にも, さまざまな仮説

が考えられよう｡ 本稿の実証結果の具体的メカニ

ズムが明らかにされるような, より詳細な分析が

望まれる｡

＊本稿の作成にあたり, 関西労働研究会参加者並びに本誌レフェ

リーより詳細なコメントをいただいた｡ 記して感謝したい｡

1) 例えば, 久本 (2003) を参照されたい｡

2) ここで職域とは, 職場において労働者が通常行う仕事の範
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表 2‒2 従業員規模, 産業プール・データによる分析 (モデル 2, 女性フルタイム)

モデル(2)

ln (女性フルタイム賃金プロファイルの傾き)

=�0＋�1＊女性パートタイム労働者採用比率

＋�2＊女性パートタイム労働者採用比率＊卸売・小売・飲食店業ダミー

＋�3＊女性パートタイム労働者採用比率＊サービス業ダミー

＋�4＊女性失業率＋誤差項

女性フルタイム

35～39 歳, 勤続 15～19 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.033 0.032* 0.095*** －0.021*** 0.299

(1.5) (1.7) (4.7) (2.9)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.040* 0.038* 0.103*** －0.020*** 0.310

(1.7) (1.9) (4.7) (2.7)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.045* 0.044** 0.114*** －0.021*** 0.312

(1.8) (2.1) (4.7) (2.7)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.045* 0.045** 0.121*** －0.021*** 0.305

(1.7) (2.0) (4.8) (3.0)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.068*** 0.062*** 0.116*** －0.018*** 0.312

(2.8) (3.0) (4.7) (2.8)

女性フルタイム

30～34 歳, 勤続 10～14 年

説明変数 �1 �2 �3 �4 �2

1 期前の

女性パート採用比率

－0.011 0.02 0.122*** －0.039*** 0.468

(0.6) (1.1) (6.4) (5.8)

2 期前の

女性パート採用比率

－0.01 0.02 0.131*** －0.041*** 0.466

(0.5) (1.1) (6.4) (5.8)

3 期前の

女性パート採用比率

－0.018 0.028 0.140*** －0.040*** 0.453

(0.8) (1.4) (6.1) (5.5)

4 期前の

女性パート採用比率

－0.038 0.046** 0.145*** －0.035*** 0.454

(1.5) (2.2) (6.1) (5.2)

5 期前の

女性パート採用比率

－0.046* 0.053*** 0.148*** －0.034*** 0.468

(2.0) (2.7) (6.4) (5.5)

注：表の見方は表 1‒1 と同じ｡



囲を指し, ここでは, 正規・非正規労働者における職域区分

が正規・非正規労働者それぞれの訓練機会を規定し, さらに

はキャリア形成を通じた賃金構造を規定すると考える｡ 正規・

非正規労働者間の職域形成の実態については, 佐野 (2000)

が詳細な分析を行っている｡

3) 本田 (2001) は, パートタイム労働者の基幹化において,

上記の意味での ‶質的な" 基幹化とパートタイムの増員といっ

た量的な基幹化とを区別することの重要性を指摘している｡

4) ここでパートタイム労働者とは, ｢常用労働者のうち, 1

日の所定内労働時間がその事業所の一般労働者よりも短い者

又はその事業所の一般労働者と 1日の所定労働時間が同じで

も 1週の所定労働日数が少ない者｣ を指しており, それ以外

の常用労働者を一般労働者としている｡

5) このような因果関係を検証した先行研究として, 中馬・�

口 (1995), 李 (2002) が挙げられる｡
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